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(54) Title: ANTENNA DUPLEXER

(54) 発 明 の 名 称 ：ア ンテ ナ 共 用 器

(57) Abstract: Provided i s an antenna duplexer that achieves a frequency characteristic equi
valent to conventional art and i s compact and lightweight. The invention comprises: a first d i
vider provided with a first, second, and third input/output terminal; a first and second notch
filter provided with a first and second input/output terminal; and a first and second duplexer
provided with an input/output terminal, a transmitter terminal, and a receiver terminal. The
first input/output terminal o f the first divider i s connected t o an antenna element and the
second and tmrd input/output terminals o f the first divider are connected to the first input/out
put terminal o f the first and second notch filters. The second input/output terminal o f the first
and second notch filters i s connected t o the input/output terminal o f the first and second du
plexers. The transmitter terminal o f the first and second duplexers i s connected to a transmit
ting circuit, and the receiver terminal i s connected t o a receiving circuit. The first notch filter
blocks a signal o f a frequency band inputted to the second duplexer connected via the second
notch filter, and the second notch filter blocks a signal o f a frequency band inputted t o the
first duplexer connected via the first notch filter.

(57) 要 約 ： 従 来 と同等 の 周 波 数 特 性 を達 成 しつ つ 、 小 型 軽 量 な ア ンテ ナ 共
用 器 を提 供 す る 。 第 1 、 第 2 、 第 3 入 出 力 端 子 を備 え る第 1 分 配 器 と、 第
1 、 第 2 入 出 力 端 子 を備 え る第 1 、 第 2 ノ ッチ フ ィル タ と、 入 出 力端 子 と
送 信 端 子 と受信 端 子 と を備 え る第 1 、 第 2 デ ュ プ レクサ か らな り、 第 1 分
配 器 の 第 1 入 出 力 端 子 は ア ンテ ナ 素 子 と、 第 1 分 配 器 の 第 2 、 第 3 入 出 力
端 子 は 第 1 、 第 2 ノ ッチ フ ィル タの 第 1 入 出 力端 子 と接 続 され 、 第 1 、 第
2 ノ ッチ フ ィル タの 第 2 入 出 力 端 子 は 、 第 1 、 第 2 デ ュ プ レクサ の 入 出 力
端 子 と接 続 され 、 第 1 、 第 2 デ ュ プ レクサ の 送 信 端 子 は送 信 回路 と、 受 信
端 子 は 受 信 回路 と接 続 され 、 第 1 ノ ッチ フ ィル タ は 、 第 2 ノ ッチ フ ィル タ
を介 して 接 続 され た 第 2 デ ュ プ レクサ に 入 力 され る周 波 数 帯 域 の 信 号 を 阻
止 し、 第 2 ノ ッチ フ ィル タ は 、 第 1 ノ ッチ フ ィル タ を介 して 接 続 され た 第

デ ュ プ レクサ に入 力 され る周 波 数 帯 域 の 信 号 を阻止 す る。
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明 細 書

発明の名称 ：アンテナ共用器

技術分野

[0001 ] 本発明は基地局装置などに用いるアンテナ共用器に関するものである。

背景技術

[0002] 周波数デュプレクス方式を採用する無線通信 シ ステ ム用無線回路では、 _

般 に送受信波を分離するためにアンテナ直下にデュプレクサを用いる。デュ

プレクサは送受信間で高いアイソレーシ ョンを達成 しつつ、送信帯域及び受

信帯域 にて低挿入損失を達成する必要がある。 また、送信帯域 にて高い送信

出力に耐えることが必要である。例えば、 2 G H z 帯移動通信用基地局装置

では、最大送信出力 2 0 W、送受信帯域の周波数差 1 9 0 M H z 、送受信間

アイソレ一シ ョンが少な くとも 8 0 d B 以上のデュプレクサが用い られてい

る。高耐圧、急峻な帯域外減衰特性 を達成するために、デュプレクサには空

洞共振器を用いる。複数のデュプレクサを用いるマルチバ ン ド対応デュプレ

クサは、複数のデュプレクサ出力を トーナメン ト構成 または並列構成 にて合

成する回路が必要 となる。一般 にデュプレクサには低通過損失が求め られる

ことか ら、 3 d B 電力合成器を用いることはできない。 したがって、複数の

フィルタを用いることが必要 となる。

[0003] 図 1 を参照 して、従来技術のデュアルバ ン ド対応アンテナ共用器について

説明する。図 1 は従来技術 における 8 0 O M H z 帯、 2 G H z 帯のデュアル

バ ン ド対応のアンテナ共用器 8 0 0 の構成例 を示す図である。 アンテナ共用

器 8 0 0 は、 8 0 0 M H z 帯 と 2 G H z 帯 とを分離する 8 0 O M H z 帯 / 2

G H z 帯デュアルバ ン ドデュプレクサ 8 1 1 と、 8 0 0 M H z 帯デュプレク

サ 8 2 1 と、 2 G H z 帯デュプレクサ 8 2 2 とを備える。 8 0 0 M H z 帯 /

2 G H z 帯デュアルバ ン ドデュプレクサ 8 1 1 は、第 1 入出力端子 8 1 -

1 と、第 2 入出力端子 8 1 _ 2 と、第 3 入出力端子 8 _ 3 とを備える

。 8 0 O M H z 帯デュプレクサ 8 2 は、入出力端子 8 2 1 _ 1 と、送信端



子 8 2 1 —2 と、受信端子 8 2 1 _ 3 とを備える。 2 G H z 帯デュプレクサ

8 2 2 は、入出力端子 8 2 2 _ と、送信端子 8 2 2 —2 と、受信端子 8 2

2 — 3 とを備える。図 1 の構成では、通過帯域を低損失にできる。

[0004] 次に図 2 を参照 して、従来技術の 卜リプルバン ド対応アンテナ共用器につ

いて説明する。図 2 は従来技術における8 0 O M H z 帯、 1 . 5 G H z 帯、

2 G H z 帯の トリプルバン ド対応のアンテナ共用器 9 0 0 の構成例を示す図

である。アンテナ共用器 9 0 0 は、 8 0 0 M H z から 1 . 5 G H z 帯と2 G

H z 帯とを分離する8 0 0 M H z から 1 . 5 G H z 帯/ 2 G H z 帯デュアル

バン ドデュプレクサ 9 1 1 と、 8 0 0 M H z 帯と 1 . 5 G H z 帯とを分離す

る8 0 O M H z 帯/ . 5 G H z 帯デュアルバン ドデュプレクサ 9 と、

8 0 O M H z 帯デュプレクサ 9 3 1 と、 1 . 5 G H z 帯デュプレクサ 9 3 2

と、 2 G H z 帯デュプレクサ 9 3 3 とを備える。 8 0 0 M H z から 1 . 5 G

H z 帯/ 2 G H z 帯デュアルバン ドデュプレクサ 9 1 1 は、第 1入出力端子

9 1 1 _ 1 と、第 2 入出力端子 9 1 _ 2 と、第 3 入出力端子 9 1 1 _ 3 と

を備える。 8 0 0 M H z 帯 1 . 5 G H z 帯デュアルバン ドデュプレクサ 9

2 1 は、第 1入出力端子 9 2 1 _ 1 と、第 2 入出力端子 9 2 1 _ 2 と、第 3

入出力端子 9 2 _ 3 とを備える。 8 0 O M H z 帯デュプレクサ 9 3 は、

入出力端子 9 3 1 _ 1 と、送信端子 9 3 1 _ 2 と、受信端子 9 3 1 _ 3 とを

備える。 1 . 5 G H z 帯デュプレクサ 9 3 2 は、入出力端子 9 3 2 _ 1 と、

送信端子 9 3 2 —2 と、受信端子 9 3 2 —3 とを備える。 2 G H z 帯デュプ

レクサ 9 3 3 は、入出力端子 9 3 3 — 1 と、送信端子 9 3 3 —2 と、受信端

子 9 3 3 —3 とを備える。図 2 に類似する構成として、特許文献 1 がある。

G P S を使用する 1 . 2 2 7 6 G H z と 1 . 5 7 5 4 2 G H z 、無線 L A N

を使用する2 . 4 5 G H z と5 . 2 G H z 、 D S R C を使用する 5 . 8 G H

z の 5 バン ドをデュプレクサを用いて 卜一ナメン 卜形で合成する。複数帯域

を合成するには、特許文献 1 のようにデュプレクサを 卜一ナメン 卜形で多段

で構成するのが一般的である。

[0005] 特許文献 2 では、複信、二波単信及び一波単信の無線通信モー ドに対応 し



たアンテナ共用装置として二つノッチフィルタを用いる。この構成では送信

部のノツチフィルタは受信部の動作帯域を阻止し、受信部のノツチフィルタ

は送信部の動作帯域を阻止する。特許文献 2 はアンテナ共用器をノッチフィ

ルタで構成できることを開示している。

先行技術文献

特許文献
[0006] 特許文献1 ：特開2 0 0 8 _ 2 7 8 0 5 9 号公報

特許文献2 ：特開2 0 0 8 _ 1 1 1 9 8 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題
[0007] 今日、移動通信基地局装置は小型かつ軽量であることが求められている。

また、移動通信基地局装置でサボ一卜する周波数帯は複数ある。従来はそれ

ぞれの周波数帯で装置を構成していたが、今後は設置スペースの関係から複

数の装置を一体化することが必要となる。このとき、上記で述べたようにマ

ルチバンド対応アンテナ共用器はそれ相当の寸法を必要とすることが想定さ

れるため、マルチバンド対応アンテナ共用器の小型化と軽量化が必要となる

[0008] しかしながら、上述のように複数のデュプレクサをトーナメント形式に構

成して具体化されるアンテナ共用器は、個々のデュプレクサの周波数特性に

依存するものの、一般に相当の寸法を有する。例えば、移動通信基地局用ァ

ンテナ共用器の場合、個々のデュプレクサが縦 2 0 c m、横 1 O c m、高さ

5 c m程度の寸法を持つ。デュアルバンド対応アンテナ共用器の場合、この

ようなデュプレクサを3 つ用いることから、それ相応の寸法を持つことが予

想される。またサボ一卜する帯域数の増大に伴い、具体化されるマルチバン

ド対応アンテナ共用器の寸法は増大することが容易に類推できる。

[0009] 動作周波数帯の異なる複数のデュプレクサ出力を結合するには電力合成器

を用いる方法があるが、接続するデュプレクサ数の増大に伴い挿入損失が増



大する。 また電力合成器は終端抵抗 に合成端子数分の 1 に相 当する電力を消

費するため、デ ュプ レクサ出力は見かけ上挿入損失 （分配損失 とする）が増

大 した ことになる。

[001 0 ] 従来、小型のフィル タと して S A W フィル タが知 られているが、 S A W フ

ィル タによつて移動通信基地局用デ ュプ レクサにおいて求め られる急峻な帯

域外減衰特性 を具体化するには挿入損失 と遅延時間偏差の増大を許容 しなけ

ればな らず、 S A W フィル タを移動通信基地局用デ ュプ レクサにこのまま適

用することは困難であ った。

[001 1] 特許文献 2 のようにノッチフィル タをアンテナ共用器 と して用いる例 は知

られてお り、 ノッチフィル タはデ ュプ レクサ と比較 してサイズが小さい。 し

か し、従来の ノツチフィル タは狭帯域かつ単一の周波数帯の信号 を阻止する

ことがで きるのみであるため、複数の周波数帯 をサボ一 卜するマルチバ ン ド

対応 アンテナ共用器 には使用することが出来ない。 ノツチフィル タのみで複

数周波数帯で使用で きるア ンテ ナ共用器 を構成するためには、 ノ ッチ フ ィル

夕が複数の周波数帯の信号 を阻止する特性、従来 よ りも広帯域で信号 を阻止

する特性 を備 えている必要がある。 しか し、 このような ノッチフィル タは阻

止量が十分でな く、 ノツチフィル タのみを 卜一ナメン 卜方式に構成すること

によってもマルチバ ン ド対応のアンテナ共用器 を実現することは出来なか つ

た。

[001 2 ] そこで、本発明では、従来 と同等の周波数特性 を達成 しつつ、小型かつ軽

量なマルチバ ン ド対応 アンテナ共用器 を提供することを目的 とする。

課題を解決するための手段

[001 3] 本発明のアンテナ共用器は、信号 を分配する分配器 と、分配 された信号の

所望の周波数帯域 を抑圧するノツチフィル タが交互 に縦続接続 される。 P を

1 以上の整数 と し、 Q、 R を 2 以上の整数 と し、 q 1 、 q 2 、 q 3 、 q 4 、

q 5 を 1 以上 Q 以下の整数 と し、 q 1 ≠ q 2 、 q 3 ≠ q 4 q 4 ≠ q 5 q

5 ≠ q 3 と し、第 1 入出力端子、第 2 入出力端子、第 3 入出力端子を備 え第

入出力端子か ら第 2 入出力端子をみて第 3 入出力端子を通過する周波数帯



が開放条件 とな り第 1 入出力端子か ら第 3 入出力端子をみて第 2 入出力端子

を通過する周波数帯が開放条件 となる第 1 か ら第 P 分配器 と、第 1 入出力端

子 と第 2 入出力端子 とを備 える第 1 か ら第 Q ノッチフィル タと、入出力端子

と送信端子 と受信端子 とを備 える第 1 か ら第 R デ ュプ レクサ とを含む。

[0014] 第 1 分配器の第 1 入出力端子はアンテナ素子 と、第 1 分配器の第 2 入出力

端子は第 q ノツチフィル タの第 1 入出力端子 と、第 1 分配器の第 3 入出力

端子は第 q 2 ノ ッチ フ ィル タの第 1 入出力端子 と接続 される。 P が 2 以上の

整数である場合 に、 p を 2 以上 P 以下の整数 と し、第 p 分配器の第 1 入出力

端子は第 q 3 ノツチフィル タの第 2 入出力端子 と、第 p 分配器の第 2 入出力

端子は第 q 4 ノツチフィル タの第 1 入出力端子 と、第 p 分配器の第 3 入出力

端子は第 q 5 ノ ツチ フ ィル タの第 1 入出力端子 と接続 される。第 1 か ら第 Q

ノツチフィル タの うち、 アンテナ素子か らみて最 も末端 に属する R個の ノッ

チフィル タの各第 2 入出力端子は、第 1 か ら第 R デ ュプ レクサの各入出力端

子 と接続 される。第 1 か ら第 R デ ュプ レクサの送信端子は送信回路 と、受信

端子は受信回路 と接続 される。任意の分配器の第 2 入出力端子に接続 された

ノツチフィル タは、 当該分配器の第 3 入出力端子にノッチフィル タを介 して

接続 された全てのデ ュプ レクサに入力される周波数帯域の信号 を阻止する。

任意の分配器の第 3 入出力端子に接続 された ノツチフィル タは、 当該分配器

の第 2 入出力端子にノッチフィル タを介 して接続 された全てのデ ュプ レクサ

に入力される周波数帯域の信号 を阻止する。

発明の効果

[001 5] 本発明のアンテナ共用器 によれば、従来 と同等の周波数特性 を達成 しつつ

、小型かつ軽量なマルチバ ン ド対応のアンテナ共用器 を実現することがで き

る。

図面の簡単な説明

[001 6] [ 図 1] 従来技術 における 8 0 O M H z 帯、 2 G H z 帯のデ ュアルバ ン ド対応の

アンテナ共用器の構成例 を示す図。

[ 図2] 従来技術 における 8 0 O M H z 帯、 1 . 5 G H z 帯、 2 G H z 帯の トリ



プル/ ン ド対応のァンテナ共用器の構成例を示す図。

[ 図3] 本発明のアンテナ共用器 （デュアルバン ド対応）の要点を説明する図。

[ 図4 ] 本発明のアンテナ共用器 （卜リプルバン ド対応）の要点を説明する図。

[ 図5] 実施例 1 にかかるアンテナ共用器の構成を示す図。

[ 図6] 本発明のアンテナ共用器に用いられるノッチフィルタの構成例を示す図

[ 図7] 図 6 を基本回路 とするノッチフィルタのシユミレ一ション結果を示す図

[ 図8] 実施例 2 にかかるアンテナ共用器の構成を示す図。

[ 図9] 本発明のアンテナ共用器に用いられるノッチフィルタの構成例を示す図

[ 図 10] 図 9 を基本回路 とするノッチ フ ィル タのシユミレ一ション結果を示す

図。

[ 図 11] 実施例 3 にかかるアンテナ共用器の構成を示す図。

[ 図 12] 実施例 4 にかかるアンテナ共用器の構成を示す図。

[ 図 13] 実施例 5 にかかるアンテナ共用器の構成を示す図。

[ 図 14] 実施例 6 にかかるアンテナ共用器の構成を示す図。

[ 図 15] 実施例 6 のアンテナ共用器を平面回路で構成 した例を示す図。

[ 図 16] 実施例 6 のアンテナ共用器を平面回路で構成 した例についてマイクロ

波回路シミュレ一タによる線形シミュレ一ション結果を示す図。

[ 図 17] 変形例 1 にかかるアンテナ共用器の構成を示す図。

発明を実施するための形態

[001 7 ] 以下、本発明の実施の形態について、詳細に説明する。なお、同 じ機能を

有する構成部には同 じ番号を付 し、重複説明を省略する。

[001 8 ] < 本発明のボイン ト>

以下、図 3 、図 4 を参照 して本発明のポイン トについて説明する。図 3 は

本発明のアンテナ共用器 （デュアルバン ド対応）の要点を説明する図である

。図 4 は本発明のアンテナ共用器 （トリプルバン ド対応）の要点を説明する



図である。本発明のアンテナ共用器では、複数のデ ュプ レクサを合成する回

路 にノッチフィル タを用いる。例 えば、 2 周波数 に対応 したデ ュアルバ ン ド

対応 アンテナ共用器の場合、図 3 のようにそれぞれ周波数阻止域の異なる二

つの ノツチフィル タであるノツチフィル タ 1 、 ノッチフィル タ 2 を用いる。

卜リプルバ ン ド以上 に対応するデ ュプ レクサでは、図 4 に示すように 卜一ナ

メン 卜合成形 にて ノッチフィル タを構成する。本発明のアンテナ共用器は複

数の減衰極 をもち、広帯域かつ高阻止量 を可能 にするノッチフィル タを用い

る。特許文献 1 のように従来デ ュプ レクサを用いた回路 に比較 して、 ノッチ

フィル タを用いた回路 は、阻止するべ き周波数帯 を抑圧 しつつ、通過帯域の

揷入損失を低 く抑 えることがで きる。 ノッチフィル タを用いた回路 は、 3 d

B 電力分配器のように通過電力が半分 になることもない。 また帯域通過 フィ

ル タと比較 して、通過帯域の群遅延時間偏差 をきわめて少な くすることが可

能 になる。 また、本発明のアンテナ共用器は、周波数帯域 ごとに従来のデ ュ

プ レクサを設 けるため、 ノツチフィル タのみで実現で きない十分な阻止量 を

得 ることがで きる。

実施例 1

[001 9] 以下、図 5 を参照 して実施例 1 にかかるデ ュアルバ ン ド対応のアンテナ共

用器 について説明する。図 5 は本実施例 にかかるアンテナ共用器 1 0 0 の構

成 を示す図である。

[0020] 本実施例のアンテナ共用器 1 0 0 は、分配器 と して T 分配器 1 1 1 と、 2

G H z 帯 ノッチフィル タ 1 2 1 と、 1 . 7 G H z 帯 ノッチフィル タ 1 2 2 と

、 1 . 7 G H z 帯デ ュプ レクサ 1 3 1 と、 2 G H z 帯デ ュプ レクサ 1 3 2 と

を備 える。 丁分配器 1 1 1 は、第 1 入出力端子 1 1 1 — 1 と、第 2 入出力端

子 1 1 1 — 2 と、第 3 入出力端子 1 1 1 — 3 とを備 える。 2 G H z 帯 ノッチ

フィル タ 1 2 1 は、第 1 入出力端子 1 2 1 _ 1 と、第 2 入出力端子 1 2 1 —

2 とを備 える。 1 . 7 G H z 帯 ノッチフィル タ 1 2 2 は、第 1 入出力端子 1

2 2 _ 1 と、第 2 入出力端子 1 2 2 — 2 とを備 える。 1 . 7 G H z 帯デ ュプ

レクサ 1 3 は、入出力端子 1 3 1 _ 1 と、送信端子 1 3 1 _ 2 と、受信端



子 1 3 1 _ 3 とを備 える。 2 G H z 帯デ ュプ レクサ 1 3 2 は、入出力端子 1

3 2 _ 1 と、送信端子 1 3 2 — 2 と、受信端子 1 3 2 — 3 とを備 える。以下

の実施例 においても、 T 分配器は第 1 、第 2 、第 3 入出力端子を備 えるもの

と し、添え字 をそれぞれ （構成部番号） _ 1 、 （構成部番号） _ 2 、 （構成

部番号） _ 3 と表記するもの と し、第 1 入出力端子はアンテナ端子側の入出

力端子であるもの と し、第 2 、第 3 入出力端子は送受信回路側の入出力端子

であるもの とする。同様 に、以下の実施例 においても、 ノッチフィル タは第

1 、第 2 入出力端子を備 えるもの と し、添え字 をそれぞれ （構成部番号） ―

1 、 （構成部番号） _ 2 と表記するもの と し、第 1 入出力端子はアンテナ端

子側の入出力端子であるもの と し、第 2 入出力端子は送受信回路側の入出力

端子であるもの とする。 また、同様 に、以下の実施例 においても、デ ュプ レ

クサは入出力端子、送信端子、受信端子を備 えるもの と し、添え字 をそれぞ

れ （構成部番号） 一 1 、 （構成部番号） 一 2 、 （構成部番号） 一 3 と表記す

るもの と し、入出力端子はアンテナ端子側の入出力端子であ って ノッチフィ

ル タに接続 されるもの と し、送信端子は送信回路 （送信系統）に接続 される

端子であるもの と し、受信端子は受信回路 （受信系統）に接続 される端子で

あるもの とする。

T 分配器 1 1 1 の第 1 入出力端子 1 1 1 — 1 はアンテナ素子 と接続 される

。 T 分配器 1 1 1 の第 2 入出力端子 1 1 1 _ 2 は 2 G H z 帯 ノッチフィル タ

1 2 1 の第 1 入出力端子 1 2 1 — 1 と接続 される。 T 分配器 1 1 1 の第 3 入

出力端子 1 1 1 — 3 は 1 . 7 G H z 帯 ノッチフィル タ 1 2 2 の第 1 入出力端

子 1 2 2 — 1 と接続 される。 2 G H z 帯 ノッチフィル タ 1 2 1 の第 2 入出力

端子 1 2 1 — 2 は、 1 . 7 G H z 帯デ ュプ レクサ 1 3 1 の入出力端子 1 3 1

_ 1 と接続 される。 1 . 7 G H z 帯 ノッチフィル タ 1 2 2 の第 2 入出力端子

1 2 2 — 2 は、 2 G H z 帯デ ュプ レクサ 1 3 2 の入出力端子 1 3 2 — 1 と接

続 される。 1 . 7 G H z 帯デ ュプ レクサ 1 3 1 の送信端子 1 3 1 _ 2 は 1 .

7 G H z 帯の送信回路 と、受信端子 1 3 1 _ 3 は 1 . 7 G H z 帯の受信回路

と接続 される。 2 G H z 帯デ ュプ レクサ 1 3 2 の送信端子 1 3 2 _ 2 は 2 G



H z 帯の送信回路と、受信端子 1 3 2 _ 3 は 2 G H z 帯の受信回路と接続さ

れる。

[0022] T 分配器 1 1 1 の第 2 入出力端子 1 1 1 _ 2 に接続された 2 G H z 帯ノッ

チフィルタ 1 2 1 は、 T 分配器 1 1 1 の第 3 入出力端子 1 1 1 _ 3 に 1 . 7

G H z 帯ノツチフィルタ 1 2 2 を介 して接続された 2 G H z 帯デュプレクサ

1 3 2 に入力される周波数帯域 （2 G H z 帯）の信号を阻止する。 T 分配器

の第 3 入出力端子 1 1 1 _ 3 に接続された 1 . 7 G H z 帯ノッチフィ

ルタ 1 2 2 は、 T 分配器 1 1 1 の第 2 入出力端子 1 1 1 _ 2 に 2 G H z 帯ノ

ツチフィルタ 1 2 を介 して接続された 1 . 7 G H z 帯デュプレクサ 1 3

に入力される周波数帯域 （1 . 7 G H z 帯）の信号を阻止する。

[0023] 1 . 7 G H z 帯デュプレクサ 1 3 1 は、送信周波数帯 1 . 8 6 0 G H z か

ら 1 . 8 8 0 G H z であり、受信周波数帯 1 . 7 6 5 G H z から 1 . 7 8 5

G H z である。送受信間のアイソ レーシ ョン、すなわち送信帯域から受信帯

域への回り込みは少なくとも 1 0 0 d B以上である。また、揷入損失は送受

信帯域それぞれ 0 . 5 d B以下である。送信帯域の耐圧は少なくとも2 OW

以上である。 2 G H z 帯デュプレクサ 1 3 2 は、送信帯域 2 . 3 O G H z

から2 . 1 5 O G H z であり、受信帯域 1 . 9 4 0 G H z から 1 . 9 6 0 G

H z である。送受信間のアイソ レーシ ョンは、少なくとも8 0 d B以上あり

、通過帯域のそれぞれの揷入損失は0 . 5 d B以下である。送信帯域の耐圧

は少なくとも2 OW以上である。このような高い帯域外減衰特性と高い耐圧

を可能にするため、これらのデュプレクサは一般に空洞共振器を用いる。

[0024] 2 G H z 帯ノッチフィルタ 1 2 1 は、 2 G H z 帯の送信波及び受信波が 1

. G H z 帯送受信装置に混入 しないよう2 G H z 帯の送信波及び受信波を

十分に抑圧することが必要である。また、同様に 1 . 7 G H z 帯ノッチフィ

ルタ 1 2 2 は、 1 . 7 G H z 帯の送信波及び受信波が 2 G H z 帯送受信装置

に混入 しないよう 1 . 7 G H z 帯の送信波及び受信波を十分に抑圧すること

が必要である。

[0025] 次に、図 6 、図 7 を参照 して、本発明のアンテナ共用器に用いられるノッ



チフィルタとそのシユミレ一ション結果について説明する。図 6 は本発明の

アンテナ共用器に用いられるノッチフィルタの構成例を示す図である。図 7

は図 6 を基本回路とするノツチフィルタのシユミレ一ション結果を示す図で

ある。

[0026] 図 6 のノッチフィルタは3 つの減衰極を持つ開放スタブ 1 9 と短絡スタプ

1 7 、 8 とを備える。詳細には、図 6 のノッチフィルタは、ポ一 卜1 1 に

伝送線路 1 2 を接続 し、伝送線路 1 2 に伝送線路 1 3 を接続 し、伝送線路 1

3 に伝送線路 1 4 を接続 し、伝送線路 1 4 に伝送線路 1 5 を接続 し、伝送線

路 1 5 にポ一 卜1 6 を接続 し、伝送線路 1 2 と伝送線路 1 3 とをつなぐ回路

を分岐させて短絡スタブ 1 7 を接続 し、伝送線路 1 3 と伝送線路 1 4 とをつ

なぐ回路を分岐させて短絡スタブ 1 8 を接続 し、伝送線路 1 4 と伝送線路 1

5 とをつなぐ回路を分岐させて開放スタブ 1 9 を接続 している。短絡スタブ

1 7 、 1 8 は接地されている。ノッチフィルタは 1 つの開放スタブ 1 9 と2

つの短絡スタブ 1 7 、 8 とそれらのスタブを接続する伝送線路 1 2 から 1

5 により、それぞれのスタブ長と伝送線路長を調整することで阻止する周波

数帯を調整できる。例えば、 1 . 7 G H z 帯の送受信帯域を阻止する場合に

は、 1 . 7 6 5 G H z から 1 . 8 8 O G H z まで目標とする阻止量を達成す

るノッチフィルタが必要である。図 6 のノツチフィルタの設計周波数は 1 .

7 6 5 G H z と 1 . 8 8 O G H z の中間である 1 . 8 2 2 5 G H z とした。

1 . 7 G H z 帯の送信帯域と受信帯域を同時に阻止するためである。伝送線

路 1 2 から 1 5 、短絡スタブ 1 7 、 1 8 、開放スタブ 1 9 は何れも特性イン

ピ一ダンス 5 0 Ω、 F 0 = . 8 2 2 5 G H z の条件の下で、伝送線路 1 2

の位相を 1 0 d e g 、伝送線路 1 3 の位相を 1 2 7 d e g 、伝送線路 1 4 の

位相を 1 3 8 d e g 、伝送線路 1 5 の位相を 1 0 d e g 、短絡スタブ 1 7 の

位相を2 8 d e g 、短絡スタブ 1 8 の位相を 1 7 6 d e g 、開放スタブ 1 9

の位相を 1 0 7 d e g に、設定 している。

[0027] 図 7 は図 6 を基本回路とする 1 . 7 G H z 帯ノッチフィルタの計算機シミ

ユレ一シヨン結果である。図 7 のシユミレ一シヨン結果から 1 . 7 6 5 G H



z ( m l ) か ら 1 . 8 8 0 G H z ( m 2 ) にて阻止量 2 3 d B 以上 を達成で

きた ことが分かる。 また、 1 . 9 4 0 G H z ( m 3 ) か ら 2 . 5 O G H z

( m 4 ) の最大通過損失は 0 . 5 d B とな っている。 このように 1 . 7 G H

z 帯 ノッチフィル タは 2 G H z 帯の送受信波 を低挿入損失で伝送で きるとと

もに、 1 . 7 G H z 帯 を 2 3 d B 以上阻止することがで きる。 2 G H z 帯 ノ

ツチフィル タでも同様の特性 を得 ることがで きる。 ノッチフィル タには図 6

のほかにマイクロス トリップラインで構成する平面回路、空洞共振器 による

回路、誘電体共振器 による回路な どを適用で きる。

T 分配器 1 1 1 は、例 えばマイクロス トリップラインの 3 端子回路 にて構

成で きる。例 えば 5 Ο Ω線路 を T 字 に構成 した回路である。 T 分配器 1 1 1

の第 1 入出力端子 1 1 1 _ 1 はアンテナ素子に接続 され、残 りの 2 端子 （第

2 入出力端子 1 1 1 — 2 、第 3 入出力端子 1 1 1 — 3 ) は 2 G H z 帯 ノッチ

フィル タ 1 2 1 と 1 7 G H z 帯 ノッチフィル タ 1 2 2 に接続 される。 T 分

配器 1 1 1 は 1 . 7 G H z 帯 と 2 G H z 帯 を分配するが、 2 G H z 帯 ノッチ

フィル タ 1 2 1 の第 1 入出力端子 1 2 1 — 1 に 1 . 7 G H z 帯の信号が分配

されないようにすることも必要である。同様 に 1 . 7 G H z 帯 ノッチフィル

タ 1 2 2 の第 1 入出力端子 1 2 2 _ 1 に 2 G H z 帯の信号が分配 されないよ

うにすることが必要である。 これを可能 にする方法 と して、第 1 入出力端子

- か ら第 2 入出力端子 1 1 1 _ 2 をみて 1 . 7 G H z 帯が開放条件

となること、 また第 1 入出力端子 1 1 1 — 1 か ら第 3 入出力端子 1 1 1 — 3

をみて 2 G H z 帯が開放条件 となる回路構成 を用いる。例 えば、分岐する点

か ら第 2 入出力端子 1 1 1 _ 2 側 に 2 G H z の 1 / 4 波長 となる箇所 に短絡

点を設 ける。同様 に分岐する点か ら第 3 入出力端子 1 1 1 _ 3 側 に 1 . 7 G

H z の 1 / 4 波長 となる箇所 に短絡点を設 ける。 これによ り、 1 . 7 G H z

帯の信号 において分岐する点か らみて第 3 入出力端子 1 1 1 — 3 は回路 と し

て見えない。 2 G H z 帯の信号 において分岐する点か らみて第 2 入出力端子

1 1 _ 2 は回路 と して見えない。 これによ り、分岐する点は物理的に 1 .

7 G H z 帯の端子 と 2 G H z 帯の端子を結合 しているが、 1 . 7 G H z 帯 と



2 G H z 帯の信号を分配損失な しに分離できる。短絡点は 1 / 4 波長による

開放スタブでもよ く、 またチ ップコンデ ンサを介 してグラン ドに接 してもよ

い。

[0029] 図 7 の計算機 シミュレーシ ョン結果か ら、 アンテナ素子か らみて 1 . 7 G

H z 帯 ノツチフィルタ 1 2 2 側 は 1 . 7 G H z 帯阻止量 2 3 d B 以上である

。 また図 6 と同様の構成で 2 G H z 帯 ノッチフィルタ 1 2 を構成する場合

、回路の対称性か ら2 G H z 帯 ノッチフィルタ 1 2 1 側 は 2 G H z 帯阻止量

2 3 d B 以上 となる。 このように、 T 分配器 1 1 1 と 2 G H z 帯 ノッチフィ

ルタ 1 2 1 と 1 . 7 G H z 帯 ノッチフィルタ 1 2 2 により 1 . 7 G H z 帯 と

2 G H z 帯のデュアルバ ン ド対応のアンテナ共用器を構成できる。 T 分配器

1 はマイクロス トリップラインに限 られず同軸ケーブルで構成 してもよ

い。

[0030] 本発明のアンテナ共用器の変形例 と して、低域通過 フィルタまたは高域通

過 フィルタをノッチフィルタの代わ りに用いることによってアンテナ共用器

を構成 してもよい。 1 . 7 G H z 帯 ノッチフィルタに相当するのは 2 G H z

帯 を通過する高域通過 フィルタであ り、 2 G H z 帯 ノツチフィルタに相当す

るのは 1 . 7 G H z 帯 を通過する低域通過 フィルタである。 これ ら低域通過

フィルタ及び高域通過 フィルタを用いる場合、その帯域外減衰特性 を具体化

する回路の観点か ら、送受信の周波数間隔が大 きいことがのぞま しい。

実施例 2

[0031 ] 以下、図 8 を参照 して実施例 2 にかかる 卜リプルバ ン ド対応のアンテナ共

用器について説明する。図 8 は本実施例 にかかるアンテナ共用器 2 0 0 の構

成 を示す図である。

[0032] 本実施例のアンテナ共用器 2 0 0 は、 T 分配器 2 1 1 と、 1 . 7 2 G H

z 帯 ノッチフィルタ 2 2 1 と、 1 . 5 G H z 帯 ノッチフィルタ 2 2 2 と、 T

分配器 2 3 1 と、 2 G H z 帯 ノッチフィルタ 2 4 1 と、 1 . 7 G H z 帯 ノッ

チフィルタ 2 4 2 と、 1 . 5 G H z 帯デュプレクサ 2 5 1 と、 1 . 7 G H z

帯デュプレクサ 2 5 2 と、 2 G H z 帯デュプレクサ 2 5 3 とを備える。



[0033] T 分配器 2 1 1 の第 1 入出力端子 2 1 1 _ 1 はアンテナ素子と接続される

。丁分配器 2 の第 2 入出力端子 2 1 1 —2 は 1 . 7 / 2 G H z 帯ノッチ

フィルタ2 2 1 の第 1 入出力端子 2 2 - と接続される。 T 分配器 2

の第 3 入出力端子 2 1 1 —3 は 1 . 5 G H z 帯ノッチフィルタ2 2 2 の第 1

入出力端子 2 2 2 _ 1 と接続される。 1 . 7 / 2 G H z 帯ノッチフィルタ2

2 1 の第 2 入出力端子 2 2 1 —2 は、 1 . 5 G H z 帯デュプレクサ 2 5 1 の

入出力端子 2 5 1 _ 1 と接続される。 1 . 5 G H z 帯ノッチフィルタ2 2 2

の第 2 入出力端子 2 2 2 —2 は、 T 分配器 2 3 1 の第 1 入出力端子 2 3 -

と接続される。 T 分配器 2 3 の第 2 入出力端子 2 3 1 _ 2 は 2 G H z 帯

ノッチフィルタ2 4 1 の第 1 入出力端子 2 4 - と接続される。 T 分配器

3 の第 3 入出力端子 2 3 1 —3 は 1 . 7 G H z 帯ノッチフィルタ2 4 2

の第 1 入出力端子 2 4 2 _ と接続される。 2 G H z 帯ノッチフィルタ2 4

1 の第 2 入出力端子 2 4 1 —2 は、 1 . 7 G H z 帯デュプレクサ 2 5 2 の入

出力端子 2 5 2 _ 1 と接続される。 1 . 7 G H z 帯ノッチフィルタ2 4 2 の

第 2 入出力端子 2 4 2 —2 は、 2 G H z 帯デュプレクサ 2 5 3 の入出力端子

2 5 3 — 1 と接続される。 1 . 5 G H z 帯デュプレクサ 2 5 1 の送信端子 2

5 1 —2 は 1 . 5 G H z 帯の送信回路と、受信端子 2 5 1 —3 は 1 . 5 G H

z 帯の受信回路と接続される。 1 . 7 G H z 帯デュプレクサ 2 5 2 の送信端

子 2 5 2 —2 は 1 . 7 G H z 帯の送信回路と、受信端子 2 5 2 —3 は 1 . 7

G H z 帯の受信回路と接続される。 2 G H z 帯デュプレクサ 2 5 3 の送信端

子 2 5 3 —2 は 2 G H z 帯の送信回路と、受信端子 2 5 3 —3 は 2 G H z 帯

の受信回路と接続される。

[0034] T 分配器 2 1 1 の第 2 入出力端子 2 1 1 _ 2 に接続された 1 . 7 Z 2 G H

z 帯ノツチフィルタ2 2 1 は、 T 分配器 2 の第 3 入出力端子 2 - 3

に 1 . 5 G H z 帯ノッチフィルタ2 2 2 などを介 して接続された 1 . 7 G H

z 帯デュプレクサ 2 5 2 、 2 G H z 帯デュプレクサ 2 5 3 に入力される周波

数帯域 （1 . 7 G H z 帯/ 2 G H z 帯）の信号を阻止する。 T 分配器 2

の第 3 入出力端子 2 _ 3 に接続された 1 . 5 G H z 帯ノッチフィルタ2



2 2 は、 T 分配器 2 の第 2 入出力端子 2 1 1 —2 に 1 . 7 / 2 G H z 帯

ノッチフィルタ2 2 1 を介 して接続された 1 . 5 G H z 帯デュプレクサ 2 5

1 に入力される周波数帯域 （1 . 5 G H z 帯）の信号を阻止する。 T 分配器

3 の第 2 入出力端子 2 3 _ 2 に接続された 2 G H z 帯ノツチフィルタ

2 4 1 は、 T 分配器 2 3 1 の第 3 入出力端子 2 3 1 _ 3 に 1 . 7 G H z 帯ノ

ツチフィルタ2 4 2 を介 して接続された 2 G H z 帯デュプレクサ 2 5 3 に入

力される周波数帯域 （2 G H z 帯）の信号を阻止する。 T 分配器 2 3 1 の第

3 入出力端子 2 3 _ 3 に接続された 1 . 7 G H z 帯ノッチフィルタ2 4 2

は、丁分配器 2 3 の第 2 入出力端子 2 3 _ 2 に 2 G H z 帯ノッチフィル

タ2 2 1 を介 して接続された 1 . 7 G H z 帯デュプレクサ 2 5 2 に入力され

る周波数帯域 （1 . 7 G H z 帯）の信号を阻止する。

[0035] 1 . 5 G H z 帯デュプレクサ 2 5 1 は、送信帯域 1 . 4 9 6 G H z から 1

. 5 1 1 G H z であり、受信帯域 1 . 4 4 8 G H z から 1 . 4 6 3 G H z で

ある。送受信帯域のアイソ レーシ ョンはおよそ 1 O O d B であり、送信帯域

及び受信帯域の通過損失はおよそ0 . 5 d B である。このような特性を具体

化するデュプレクサとして空洞共振器を用いる構成が知られている。

[0036] 1 . 5 G H z 帯ノッチフィルタ2 2 2 は、図 6 と同様に構成され、図 7 と

同様に所望の周波数帯を阻止することができる。 1 . 7 / 2 G H z 帯ノッチ

フィルタ2 2 1 は、例えば図 9 に示すように2 つの開放スタブ2 6 、 2 7 と

伝送線路 2 2 、 2 3 、 2 4 を用いる構成で実現できる。詳細には、図 9 の ノ

ツチフィルタは、ポ一 卜2 1 に伝送線路 2 2 を接続 し、伝送線路 2 2 に伝送

線路 2 3 を接続 し、伝送線路 2 3 に伝送線路 2 4 を接続 し、伝送線路 2 4 に

ポ一 卜2 5 を接続 し、伝送線路 2 と伝送線路 2 3 とをつなぐ回路を分岐さ

せて開放スタブ2 6 を接続 し、伝送線路 2 3 と伝送線路 2 4 とをつなぐ回路

を分岐させて開放スタブ2 7 を接続 している。これは複数の周波数帯で共振

するためである。 1 . 7 / 2 G H z 帯ノッチフィルタ2 2 1 は、 1 . 7 G H

z 帯ノッチフィル タ 2 2 1 と2 G H z 帯ノッチフィル タ 2 4 1 を縦続接続 し

て構成することとしてもよい。



[0037] 図 1 0 は、図 9 に示す二つの開放スタブを持つ 1 . 7 G H z 帯/ 2 G H z

帯 ノツチフィルタ 2 の計算機シミュレーシ ョン結果である。回路は阻止

するそれぞれの周波数帯に合わせた開放スタブ 2 6 、 2 7 と、 1 . 7 G H z

帯 と 2 G H z 帯の中間周波数である 1 . 9 3 4 G H z の伝送線路 とした。開

放スタブの位相は 1 . 8 2 2 5 G H z の開放スタブ 2 7 の位相を 9 0 d e g

、 . 0 4 5 G H z の開放スタブ 2 6 の位相を 9 1 d e g と した。図 1 0 を

みれば図 9 のノッチフィルタ 2 2 1 が 1 . 7 6 5 G H z ( m ) か ら 1 . 8

8 0 G H z ( m 2 ) にて阻止量 2 8 d B 以上を達成 しており、 1 . 9 4 0 G

H z ( m 3 ) か ら2 . 5 0 G H z ( m 4 ) にて阻止量 2 5 d B 以上を達成

していることが分かる。 また、 1 . 4 4 8 G H z ( m 5 ) か ら 1 . 5 1 G

H z ( m 6 ) の通過損失 0 . 5 d B 以下である。 このように 2 つの開放スタ

プを用いることでデュアルバ ン ドノツチフィルタを構成できる。 これ以外に

も、広帯域に周波数を阻止する広帯域 ノツチフィルタを構成することも可能

である。例えば、整合回路にてノッチフィルタを構成 してもよい。

[0038] 上記実施例では、 1 . 5 G H z 帯か ら 1 . 7 G H z 帯へのアイソレーシ ョ

ンは 2 8 d B 以上であ り、 1 . 5 G H z 帯か ら2 G H z 帯へのアイソレーシ

ヨンは 2 8 d B 以上であ り、 1 . 7 G H z 帯か ら2 G H z 帯へのアイソレー

シ ヨンは 5 6 d B 以上である。 このように帯域通過フィルタを用いることな

く、 ノツチフィルタを用いることで 卜リプレクサ一を構成することができる

[0039] 卜リプルバ ン ド対応アンテナ共用器において、各周波数帯のアイソレ一シ

ョンは ノツチフ ィル タの阻止量に依存する。阻止量を十分に取れない場合に

は、複数の同一周波数帯 ノツチフィルタを縦続接続 してもよい。

[0040] 本発明では、図 6 、図 7 、図 9 、図 1 0 に示 したように複数の周波数帯域

を阻止するノッチフィルタ、及び広い周波数帯域にわた り十分な減衰特性を

有するノッチフィルタを設計 した。 ここで、特許文献 2 に用いられる一般的

なノツチフィルタは、流入を阻止 したい単一の周波数帯信号を阻止する能力

があれば必要かつ十分であるため、複数の周波数帯 （例えば 1 . 5 G H z 帯



と 2 G H z 帯）の双方を阻止するように構成 されていない。 また、特許文献

2 に用い られる一般的なノツチフィルタは、前述 と同様の理由か ら狭帯域の

阻止域 を有 していれば十分であるため、広帯域 にわた り十分な減衰特性 を持

つように構成 されていない。例えば 1 . 5 G H z 帯デュプレクサは、送信帯

域が 1 . 4 9 6 G H z か ら 1 . 5 1 1 G H z であ り、受信帯域が 1 . 4 4 8

G H z か ら 1 . 4 6 3 G H z であるため、本発明において 1 . 5 G H z 帯以

外の周波数帯のデュプレクサの前段 に配置するノッチフィルタは少な くとも

1 . 4 4 8 G H z か ら 1 . 5 1 1 G H z の 6 3 M H z 帯域幅にて 8 0 d B 以

上の十分な阻止量が必要 となる。 しか し、特許文献 2 に用い られるような一

般的なノツチフィルタはこのような阻止域の広帯域性、十分な減衰特性 を有

しない。

[0041 ] —方、本発明のアンテナ共用器においては、送信回路、受信回路の前段 に

構成 されるデュプレクサ と組み合わせて使用 した場合に複数周波数帯に用い

るアンテナ共用器 と して十分な性能 （阻止量）を有するように、 ノッチフィ

ルタの阻止域 と阻止率の関係 を十分に調整 してお り、いわばノッチフィルタ

について本構成 を充たす極値解 を模索 したものである。本発明では、上述の

ようにノッチフィルタの最適化を図ることにより従来にない小型軽量なマル

チバ ン ド対応アンテナ共用器を実現できる。

実施例 3

[0042] 以下、図 1 1 を参照 して実施例 3 にかかるクヮッ ドバ ン ド対応のアンテナ

共用器について説明する。図 1 1 は本実施例 にかかるアンテナ共用器 3 0 0

の構成 を示す図である。

[0043] 本実施例のアンテナ共用器 3 0 0 は、 3 つの T 分配器 3 1 1、 3 3 1、 3

3 2 と、 6 つのノッチフィルタ 3 2 1、 3 2 2 、 3 4 1、 3 4 2 、 3 4 3 、

3 4 4 と、 4 つのデュプレクサ 3 5 1、 3 5 2 、 3 5 3 、 3 5 4 を備える。

[0044] 本実施例では実施例 1 のアンテナ共用器 1 0 0 で用い られた回路構成 を二

つ用い、 クヮッ ドバ ン ド （8 0 O M H z 帯、 1 . 5 G H z 帯、 1 . 7 G H z

帯、 2 G H z 帯）を結合する回路 を構成する。具体的には、 T 分配器 3 1



の第 1入出力端子 3 - はアンテナ素子と、第 2 入出力端子 3 - 2

はノツチフィルタ3 2 1 の第 1 入出力端子 3 2 1 _ 1 と、第 3 入出力端子 3

1 _ 3 はノッチフィルタ3 2 2 の第 1 入出力端子 3 2 2 - と接続されて

いる。 T 分配器 3 3 1 ( 3 3 2 ) の第 1 入出力端子 3 3 1 _ 1 ( 3 3 2 - 1

) はノッチフィルタ3 2 1 ( 3 2 2 ) の第 2 入出力端子 3 - ( 3 2 2

- 2 ) と接続されている。 T 分配器 3 3 1 ( 3 3 2 ) の第 2 入出力端子 3 3

1 —2 ( 3 3 2 —2 ) はノッチフィルタ3 4 1 ( 3 4 3 ) の第 1 入出力端子

3 4 1 - 1 ( 3 4 3 - 1 ) と、 T 分配器 3 3 1 ( 3 3 2 ) の第 3 入出力端子

3 3 1 - 3 ( 3 3 2 - 3 ) はノッチフィルタ3 4 2 ( 3 4 4 ) の第 1 入出力

端子 3 4 2 — 1 ( 3 4 4 - ) と接続されている。ノッチフィルタのうち、

アンテナ素子からみて最も末端に属するノッチフィルタ3 4 1、 3 4 2 、 3

4 3 、 3 4 4 の第 2 入出力端子 3 4 1 —2 、 3 4 2 —2 、 3 4 3 —2 、 3 4

4 —2 は、デュプレクサ 3 5 1、 3 5 2 、 3 5 3 、 3 5 4 の入出力端子 （3

5 1 - 1 3 5 2 — 1、 3 5 3 — 1、 3 5 4 - 1 ) と接続されている。デュ

プレクサ 3 5 1、 3 5 2 、 3 5 3 、 3 5 4 の送信端子 3 5 1 —2 、 3 5 2 -

2 、 3 5 3 —2 、 3 5 4 —2 は送信回路と、受信端子 3 5 1 —3 、 3 5 2 -

3 、 3 5 3 —3 、 3 5 4 — 3 は受信回路と接続されている。

[0045] 任意のT 分配器 （3 1 1、 3 3 1、 3 3 2 のいずれか）の第 2 ( 3 ) 入出

力端子に接続されたノッチフィルタは、当該 T 分配器の第 3 ( 2 ) 入出力端

子にノッチフィルタを介 して接続された全てのデュプレクサに入力される周

波数帯域の信号を阻止する。

[0046] 各周波数帯ノッチフィルタは図 6 と同様に構成することができ、それぞれ

所望の周波数帯を阻止する。 8 0 0 M H z 帯及び 1 . 5 G H z 帯を阻止する

8 0 0 / 1 . 5 G H z ノッチフィルタ3 2 2 は図 9 と同様に複数の開放スタ

プで構成できる。また 1 . 7 G H z 帯及び 2 G H z 帯を阻止する 1 . 7 / 2

G H z 帯ノッチフィルタ3 も図 9 と同様に構成できる。

[0047] クヮッドバン ドを結合する回路の各周波数帯アイソレーションは、ノッチ

フィルタの個数で決まる。例えば、図 1 0 では、 1 . 5 G H z 帯と2 G H z



帯のアイソレーションは少なくとも8 0 0 G H z 帯および 1 . 5 G H z 帯ノ

ツチフィルタの 1 . 5 G H z 帯の阻止量である。同様に、 8 0 0 M H z と2

G H z 帯のアイソ レーシ ョンは少なくとも8 0 0 M H z 帯および 1 . 5 G H

z 帯ノッチフィルタの 8 0 O M H z 帯の阻止量である。

実施例 4

[0048] 本発明のアンテナ共用器は実施例 1 から3 におけるアンテナ共用器のよう

に2 、 3 、 4 つの周波数帯に限定すること無 く、理論上は際限なく対応周波

数帯を増や した構成とすることができる。そこで、本発明のアンテナ共用器

が幾つの周波数帯で用いられるものであっても共通 して充たさなければなら

ない条件について述べたうえで、図 1 2 を参照 して実施例 4 にかかるディ力

バン ド （1 0 種類の周波数帯）対応のアンテナ共用器 4 0 0 について説明す

る。図 1 2 は本実施例にかかるアンテナ共用器 4 0 0 の構成を示す図である

[0049] 本発明のアンテナ共用器は、信号を分配する分配器と、分配された信号の

所望の周波数帯域を抑圧するノツチフィルタが交互に縦続接続される。 P を

1以上の整数とし、Q、 R を2 以上の整数とし、 q 1、 q 2 、 q 3 、 q 4 、

q 5 を 1以上Q以下の整数とし、 q 1 ≠ q 2 、 q 3 ≠ q 4 q 4 ≠ q 5 q

5 ≠ q 3 とする。第 1 から第 P分配器 （T 分配器）と、第 1 から第Q ノッチ

フィルタと、第 1 から第 Rデュプレクサとを備えている必要がある。分配器

( T 分配器）は、実施例 1 において述べたように、第 1入出力端子、第 2 入

出力端子、第 3 入出力端子を備え第 1入出力端子から第 2 入出力端子をみて

第 3 入出力端子を通過する周波数帯が開放条件となり第 1入出力端子から第

3 入出力端子をみて第 2 入出力端子を通過する周波数帯が開放条件となるよ

うに構成されている必要がある。ノツチフィルタは第 1入出力端子と第 2 入

出力端子とを備えている。デュプレクサは入出力端子と送信端子と受信端子

とを備えている。

[0050] 分配器 （T 分配器）のうちアンテナと接続されるT 分配器については、そ

の第 1入出力端子はアンテナ素子と、第 2 入出力端子は第 q 1 ノッチフィル



夕の第 1 入出力端子 と、第 3 入出力端子は第 q 2 ノツチフィル タの第 1 入出

力端子 と接続 される。分配器 （丁分配器）の うち、 アンテナ素子 と接続 され

る分配器 （T 分配器）以外の分配器 （T 分配器）の第 1 入出力端子は第 q 3

ノ ツチ フ ィル タの第 2 入出力端子 と、第 2 入出力端子は第 q 4 ノ ッチ フ ィル

夕の第 1 入出力端子 と、第 3 入出力端子は第 q 5 ノツチフィル タの第 1 入出

力端子 と接続 される。第 1 か ら第 Q ノッチフィル タの うち、 アンテナ素子か

らみて最 も末端 に属する R個の ノツチフィル タの各第 2 入出力端子は、第 1

か ら第 R デ ュプ レクサの各入出力端子 と接続 される。第 1 か ら第 R デ ュプ レ

クサの送信端子は送信回路 と、受信端子は受信回路 と接続 される。任意の分

配器 （T 分配器）の第 2 ( 3 ) 入出力端子に接続 された ノッチフィル タは、

当該分配器 （T 分配器）の第 3 ( 2 ) 入出力端子にノッチフィル タを介 して

接続 された全てのデ ュプ レクサに入力される周波数帯域の信号 を阻止するこ

とを特徴 とする。本発明のアンテナ共用器は対応する周波数帯が幾つであ ろ

うと、上述の要件 をすベて充たすように構成 されている。

[0051 ] 以下、デ ィ力バ ン ド対応の本実施例のアンテナ共用器 4 0 0 について簡単

に説明を加える。本実施例のアンテナ共用器 4 0 0 は、 9 つの T 分配器 4 1

1 、 4 3 1 、 4 3 2 、 4 5 1 、 4 5 2 、 4 7 1 か ら4 7 4 と、 1 8 個 の ノッ

チフィル タ 4 2 1 、 4 2 2 、 4 4 1 か ら4 4 4 、 4 6 1 か ら4 6 4 、 4 8 1

か ら4 8 8 と、 1 0 個 のデ ュプ レクサ 4 9 0 か ら4 9 9 を備 える。従 って上

記説明において P = 9 、 Q = 1 8 、 R = 1 0 と した場合である。

[0052] アンテナ と接続 される T 分配器 4 1 1 については、第 1 入出力端子はアン

テナ素子 と、第 2 入出力端子はノツチフィル タ 4 2 1 の第 1 入出力端子 と、

第 3 入出力端子はノツチフィル タ 4 2 2 の第 1 入出力端子 と接続 される。残

りの 8 つの T 分配器 （4 3 1 、 4 3 2 、 4 5 1 、 4 5 2 、 4 7 1 か ら4 7 4

) の第 1 入出力端子はノツチフィル タ （4 2 1 、 4 2 2 、 4 4 1 、 4 4 2 、

4 6 1 か ら4 6 4 ) の第 2 入出力端子 と、第 2 入出力端子はノッチフィル タ

( 4 4 1 、 4 4 3 、 4 6 1 、 4 6 3 、 4 8 1 、 4 8 3 、 4 8 5 、 4 8 7 ) の

第 1 入出力端子 と、第 3 入出力端子はノッチフィル タ （4 4 2 、 4 4 4 、 4



6 2 、 4 6 4 、 4 8 2 、 4 8 4 、 4 8 6 、 4 8 8 ) の第 1 入出力端子と接続

される。アンテナ素子からみて最も末端に属するノッチフィルタ4 4 3 、 4

4 4 、 4 8 1 から4 8 8 の第 2 入出力端子は、デュプレクサ4 9 0 から4 9

9 の入出力端子と接続される。デュプレクサ4 9 0 から4 9 9 の送信端子は

送信回路と、受信端子は受信回路と接続される。任意のT 分配器の第 2 ( 3

) 入出力端子に接続されたノッチフィルタは、当該 T 分配器の第 3 ( 2 ) 入

出力端子にノッチフィルタを介 して、又はノツチフィルタおよびT 分配器を

介 して接続された全てのデュプレクサに入力される周波数帯域の信号を阻止

する。例えばT 分配器 4 の第 3 入出力端子と接続されたノッチフィルタ

4 2 2 は、 T 分配器 4 1 1 の第 2 入出力端子にノッチフィルタを介 して接続

された全てのデュプレクサ4 9 1 から4 9 8 に入力される周波数帯域 （第 1

から第 8 周波数帯）の信号を阻止するように構成されている。

実施例 5
[0053] 実施例 1 から実施例 4 において、電力増幅器出力にノッチフィルタを挿入

し、低雑音受信増幅器出力に帯域通過フィルタを挿入することで、各周波数

帯のアイソ レーシ ョンをさらに高めることができる。以下、図 1 3 を参照 し

て実施例 3 の 卜リプルバン ド対応のアンテナ共用器 3 0 0 にノッチフィルタ

、帯域通過フィルタをさらに付加 した実施例 5 にかかるアンテナ共用器 5 0

0 について説明する。図 1 3 は本実施例にかかるアンテナ共用器 5 0 0 の構

成を示す図である。本実施例では、実施例 3 のアンテナ共用器 3 0 0 に 1 .

5 G H z 帯と 1 . 7 G H z 帯と2 G H z 帯の送信系統にノッチフィルタ 5 6

1、 5 6 2 、 5 6 3 、増幅器 5 8 1、 5 8 2 、 5 8 3 を揷入 し、 1 . 5 G H

z 帯と 1 . 7 G H z 帯と2 G H z 帯の受信系統に帯域通過フィルタ 5 9 1、

5 9 2 、 5 9 3 、増幅器 5 7 1、 5 7 2 、 5 7 3 を揷入 している。

[0054] 送信系統に揷入するノッチフィルタ 5 6 1 から5 6 3 は、受信帯域の周波

数成分を抑圧する。例えば、 1 . 5 G H z 帯送信系統に挿入するノッチフィ

ルタ 5 6 1 は 1 . 5 G H z 帯受信帯域の 1 . 4 4 8 G H z から 1 . 4 6 3 G

H z の周波数成分を抑圧する。また、受信系統に挿入する帯域通過フィルタ



5 9 1 から5 9 3 は、受信帯域の周波数成分を通過する。例えば、 1 . 5 G

H z 帯受信系統に挿入する帯域通過フィルタ 5 9 1 は 1 . 5 G H z 帯受信帯

域の 1 . 4 4 8 G H z から 1 . 4 6 3 G H z の周波数成分を通過する。これ

は各周波数帯域のデュプレクサの送受信間に十分なアイソレ一シヨンがとれ

ない場合に有効である。すなわち、送信帯域に揷入するノッチフィルタにて

受信帯域への送信波の漏れ込みを軽減 し、受信帯域に挿入する帯域通過フィ

ルタにて 卜リプルバン ド送信帯域の送信波からの干渉を軽減する。

実施例 6

[0055] 実施例 1 から実施例 5 での分配器は 2 分配であり、回路構成は 卜一ナメン

卜構成であった。実施例 6 では、 3 分配する分配器を用いて回路構成をスタ

—構成としたアンテナ共用器について説明する。以下、図 1 4 を参照 して実

施例 6 のアンテナ共用器について説明する。図 1 4 は本実施例にかかるアン

テナ共用器 6 0 0 の構成を示す図である。

[0056] 図 1 4 に示すように、本実施例のアンテナ共用器 6 0 0 は、例えば実施例

5 の変形版として構成することができる。本実施例のアンテナ共用器 6 0 0

は、 T 分配器 5 1 1、 5 3 1 の代用として分配器 6 を備える。分配器 6

1 1 は第 1 入出力端子 6 1 1 _ 1 と、第 2 入出力端子 6 1 _ 2 と、第 3 入

出力端子 6 1 _ 3 と、第4 入出力端子 6 _ 4 とを備える。また、本実

施例のアンテナ共用器 6 0 0 は、 2 G H z 帯開放スタブ6 2 1 1 と、 1 . 7

G H z 帯開放スタブ6 2 1 2 と、 2 G H z 帯開放スタブ6 4 1 1 と、 1 . 5

G H z 帯開放スタブ6 4 1 2 と、 1 . 7 G H z 帯開放スタブ6 4 2 1 と、 1

. 5 G H z 帯開放スタブ6 4 2 2 とを備える。また、本実施例のアンテナ共

用器 6 0 0 は、実施例 5 のアンテナ共用器 5 0 0 が備える 1 . 7 / 2 G H z

帯ノッチフィルタ 5 2 1 と、 1 . 5 G H z 帯ノッチフィルタ 5 2 2 と、 2 G

H z 帯ノッチフィル タ 5 4 1 と、 1 . 7 G H z 帯ノッチフィル タ 5 4 2 を備

えない。それ以外の各構成については、実施例 5 のアンテナ共用器 5 0 0 と

同 じであるので説明を略する。

[0057] 分配器 6 1 1 の第 1 入出力端子 6 1 1 _ 1 はアンテナと接続される。第 2



入出力端子 6 1 1 —2 は、 1 . 5 G H z 帯デュプレクサ 5 5 1 の入出力端子

5 5 1 - と接続され、その線路の中ほどには 2 G H z 帯開放スタブ6

1 と、 1 . 7 G H z 帯開放スタブ6 2 1 2 とが接続される。第 3 入出力端子

6 1 1 —3 は、 1 . 7 G H z 帯デュプレクサ 5 5 2 の入出力端子 5 5 2 — 1

と接続され、その線路の中ほどには 2 G H z 帯開放スタブ6 4 1 1 と、 1 .

5 G H z 帯開放スタブ6 4 2 とが接続される。第4 入出力端子 6 - 4

は、 2 G H z 帯デュプレクサ 5 5 3 の入出力端子 5 5 3 _ 1 と接続され、そ

の線路の中ほどには 1 . 7 G H z 帯開放スタブ6 4 2 1 と、 1 . 5 G H z 帯

開放スタブ6 4 2 2 とが接続される。

[0058] 分配器 6 1 1 は、第 1入出力端子 6 - から第 2 入出力端子 6 -

2 をみて第 3 、第4 入出力端子 6 1 1 —3 、 4 を通過する周波数帯が開放条

件となり、第 1入出力端子 6 - から第 3 入出力端子 6 _ 3 をみて

第 2 、第4 入出力端子 6 1 1 _ 2 、 4 を通過する周波数帯が開放条件となり

、第 1入出力端子 6 - から第4 入出力端子 6 _ 4 をみて第 2 、第

3 入出力端子 6 1 1 _ 2 、 3 を通過する周波数帯が開放条件となる。

[0059] アンテナ素子から入力された信号は分配器 6 1 1 にて 3 分配され、それぞ

れ第 2 入出力端子 6 _ 2 、第 3 入出力端子 6 _ 3 、第4 入出力端子

6 _ 4 から出力される。分配された信号は、それぞれ所望の周波数帯を

ろ波する他周波数帯のノッチフィルタによってろ波される。例えば、 1 . 5

G H z 帯デュプレクサ 5 5 に入力される信号は 2 G H z 帯ノツチフィルタ

に相当する2 G H z 帯開放スタブ6 2 1 1 と 1 . 7 G H z 帯ノッチフィルタ

に相当する 1 . 7 G H z 帯開放スタブ6 2 1 2 にてろ波され、分配器 6 1

で分配された信号から 1 . 5 G H z 帯の信号が抽出される。 1 . 7 G H z 帯

デュプレクサ 5 5 2 に入力される信号は 2 G H z 帯ノツチフィルタに相当す

る2 G H z 帯開放スタブ6 4 1 1 と 1 . 5 G H z 帯ノッチフィルタに相当す

る 1 . 5 G H z 帯開放スタブ6 4 1 2 にてろ波され、分配器 6 1 1 で分配さ

れた信号から 1 . 7 G H z 帯の信号が抽出される。 2 G H z 帯デュプレクサ

5 5 3 に入力される信号は 1 . 7 G H z 帯ノッチフィルタに相当する 1 . 1



G H z 帯開放スタブ 6 4 2 1 と 1 . 5 G H z 帯 ノ ッチ フ ィル タ に相当する 1

5 G H z 帯開放スタブ 6 4 2 2 にてろ波され、分配器 6 1 1 で分配された

信号か ら2 G H z 帯の信号が抽出される。

[0060] 以下、図 1 5 を参照 して、本実施例のアンテナ共用器 6 0 0 を平面回路で

構成 した例 について説明する。図 1 5 は本実施例のアンテナ共用器 6 0 0 を

平面回路で構成 した例 を示す図である。

[0061 ] 図 1 5 に示すように、分配器 6 は 4 つの伝送線路 6 1 1 1 、 6

、 6 1 1 3 、 6 1 1 4 にて構成 される。各周波数帯の開放スタブ 6 2 1 1 、

6 2 1 2 、 6 4 1 1 、 6 4 1 2 、 6 4 2 1 、 6 4 2 はそれぞれ伝送線路 に

て構成 される。詳細には、第 1 ポ一 卜6 1 には伝送線路 6 が接続 され

、伝送線路 6 には、伝送線路 6 1 1 2 、 6 1 1 3 、 6 1 1 4 が分岐接

続 され、伝送線路 6 1 2 には伝送線路 6 5 が接続 され、伝送線路 6 5 には

第 2 ポ一 卜6 2 が接続 される。伝送線路 6 3 には伝送線路 6 6 が接続 さ

れ、伝送線路 6 6 には第 3 ポ一 卜6 3 が接続 される。伝送線路 6 1 4 には

伝送線路 6 7 が接続 され、伝送線路 6 7 には第 4 ポ一 卜6 4 が接続 される。

伝送線路 6 1 2 と伝送線路 6 5 とをつな ぐ回路 を分岐させて開放スタブ 6

2 1 1 を接続 し、伝送線路 6 5 と第 2 ポ一 卜6 2 とをつな ぐ回路 を分岐させ

て開放スタブ 6 2 1 2 を接続 し、伝送線路 6 1 3 と伝送線路 6 6 とをつな

ぐ回路 を分岐させて開放スタブ 6 4 1 1 を接続 し、伝送線路 6 6 と第 3 ポ一

卜6 3 とをつな ぐ回路 を分岐させて開放スタブ 6 4 1 2 を接続 し、伝送線路

6 4 と伝送線路 6 7 とをつな ぐ回路 を分岐させて開放スタブ 6 4 2 を

接続 し、伝送線路 6 7 と第 4 ポ一 卜6 4 とをつな ぐ回路 を分岐させて開放ス

タブ 6 4 2 2 を接続する。

[0062] 分配器 6 1 は、第 1 ポ一 卜6 の入力インピーダンスを 5 0 Ω、各開放

スタブ入力インピーダンスを 5 Ο Ω と仮定 した場合、第 1 ポ一 卜6 1 直近の

伝送線路 6 1 1 1 は特性ィンピ一ダンス 5 0 Ω か ら 5 0 / 3 Ω にインピーダ

ンス変換 される。その後、伝送線路 6 1 1 2 、 6 1 1 3 、 6 1 1 4 は特性ィ

ンピ一ダンスを 5 0 / 3 Ω か ら 5 Ο Ω にそれぞれインピーダンス変換 される



。 この とき伝送線路 6 1 1 1 、 6 1 1 2 、 6 1 1 3 、 6 1 1 4 の特性 インピ

—ダンスは 2 8 . 8 Ω になる。分配器 6 1 1 は 3 バ ン ドの中心周波数である

1 . 9 5 8 G H z で設計 される。第 2 ポ一 卜6 2 には 1 . 5 G H z 帯デ ュプ

レクサ 5 5 1 を接続するため、図 1 4 と同 じく2 G H z 帯開放 スタブ 6

1 と 1 . 7 G H z 帯開放 スタブ 6 2 1 2 を用いる。周波数の高いほうが波長

が短いことか ら、 2 G H z 帯開放 スタブ 6 2 1 1 が 1 . 7 G H z 帯開放 スタ

プ 6 2 1 2 よ りもアンテナ側 に配置 される。第 3 ポ一 卜6 3 には 1 . 7 G H

z 帯デ ュプ レクサ 5 5 2 を接続するため、図 1 4 と同 じく2 G H z 帯開放 ス

タブ 6 4 1 1 と 1 . 5 G H z 帯開放 スタブ 6 4 1 2 を用いる。 2 G H z 帯開

放 スタブ 6 4 1 1 が 1 . 5 G H z 帯開放 スタブ 6 4 1 2 よ りもアンテナ側 に

配置 される。第 4 ポ一 卜6 4 には 2 G H z 帯デ ュプ レクサ 5 5 3 を接続する

ため、図 1 4 と同 じく 1 . 7 G H z 帯開放 スタブ 6 4 2 1 と 1 . 5 G H z 帯

開放 スタブ 6 4 2 2 を用いる。伝送線路 はマイクロス トリップラインにて作

成可能である。具体的な基板定数 を与えることで、線路幅、線路長 を決定す

ることがで きる。

なお、図 1 5 の回路構成例 において、伝送線路 6 1 1 1 、 6 1 1 2 、 6 1

3 6 1 4 の特性 インピーダンスは 2 8 . 8 Ω、位相 9 0 d e g 、周波

数 F O = 1 9 5 8 M H z であ り、伝送線路 6 5 、 6 6 、 6 7 の特性 ィンピ一

ダンスは 5 Ο Ω、位相 1 0 d e g 、周波数 F 0 = 1 9 5 8 M H z である。 ま

た、開放 スタブ 6 の特性 ィンピ一ダンスは 5 0 Ω、位相 9 0 d e g 、

周波数 F 0 = 2 0 4 5 M H z であ り、開放 スタブ 6 2 1 の特性 ィンピ一ダ

ンスは 5 0 Ω、位相 1 4 3 d e g 、周波数 F 0 = 1 8 2 3 M H z であ り、開

放 スタブ 6 4 の特性 ィンピ一ダンスは 5 0 Ω、位相 7 0 d e g 、周波数

F 0 = 2 0 4 5 M H z であ り、開放 スタブ 6 4 の特性 ィンピ一ダンスは

5 0 Ω、位相 9 4 d e g 、周波数 F 0 = 1 4 8 0 M H z であ り、開放 スタブ

6 4 2 の特性 ィンピ一ダンスは 5 0 Ω、位相 3 6 . 5 d e g 、周波数 F 0

= 1 8 2 3 M H z であ り、開放 スタブ 6 4 2 の特性 ィンピ一ダンスは 5 0

Ω、位相 8 8 d e g 、周波数 F 0 = 1 4 8 O M H z である。



[0064] 次に、図 1 6 を参照 して、図 1 5 の平面回路構成例における回路特性につ

いて説明する。図 1 6 は本実施例のアンテナ共用器 6 0 0 を平面回路で構成

した例についてマイクロ波回路シミュレータによる線形シミュレ一シヨン結

果を示す図である。

[0065] 図 1 6 において、三角形記号で示 したグラフはS 1 (第 1 ポ一 卜の反射

特性）、四角形記号で示 したグラフはS 2 1 (第 1 ポ一 卜から第 2 ポ一 卜の

通過特性）、菱形記号で示 したグラフはS 3 1 (第 1 ポ一 卜から第 3 ポ一 卜

の通過特性）、蝶形四辺形 （b u t t e r f I y q u a d r i l a t e

a I ) 記号で示 したグラフはS 4 1 (第 1 ポ一 卜から第4 ポ一 卜の通過特性

) である。ここで、 1 . 5 G H z 帯の通過周波数は 1 4 4 8 M H z から 1 5

1 1 M H z である。 1 . 7 G H z 帯の通過周波数は 1 7 6 5 M H z から 1 8

8 O M H z である。 2 G H z 帯の通過周波数は 1 9 4 0 M H z から2 1 5 0

M H z である。図 1 6 に示すように、通過周波数での揷入損失は 1 . 9 5 1

d B から0 . 6 8 2 8 d B の範囲である。このようにスター構成である3 分

配器を用いる3 バン ドデュプレクサは回路として動作可能であることがわか

る。分配器を2 分配とし、第 1実施例のように トーナメン ト構成にするのか

、または第 6 実施例のように分配器を3 分配とし、スター構成にするのかは

、分波する周波数帯数と分配器に求められる特性による。分離する周波数帯

数の増加に伴い、 トーナメン ト構成よりはスター構成のほうが段数が少ない

ことから回路をコンパク 卜に構成でき、低損失を図れる利点がある。

[0066] 本発明のアンテナ共用器は実施例 6 におけるアンテナ共用器のように3 つ

の周波数帯に限定すること無 く、理論上は際限なく対応周波数帯を増や した

構成とすることができる。以下、実施例 6 のように3 分配する分配器を用い

てスター構成とした場合、共通 して充たさなければならない条件について述

ベる。

[0067] 本発明のアンテナ共用器は、信号を分配する分配器と、分配された信号の

所望の周波数帯域を抑圧するノツチフィルタが交互に縦続接続される。 P を

1以上の整数とし、Q、 R を2 以上の整数とし、 q 1、 q 2 、 q 3 、 q 4 、



q 5 、 q 6 、 q 7 を 1以上Q以下の整数とし、 q 1、 q 2 、 q 3 は互いに異

なるものとし、 q 4 、 q 5 、 q 6 、 q 7 は互いに異なるものとする。

[0068] 本発明のアンテナ共用器は、第 1 から第 P分配器と、第 1 から第Q ノッチ

フィルタと、第 1 から第 Rデュプレクサとを備えている必要がある。分配器

は、実施例 6 において述べたように、第 1 から第4 入出力端子を備え、第 1

入出力端子から第 2 入出力端子をみて第 3 、第4 入出力端子を通過する周波

数帯が開放条件となり、第 1入出力端子から第 3 入出力端子をみて第 2 、第

4 入出力端子を通過する周波数帯が開放条件となり、第 1入出力端子から第

4 入出力端子をみて第 2 、第 3 入出力端子を通過する周波数帯が開放条件と

なるように構成されている必要がある。ノツチフィルタは第 1入出力端子と

第 2 入出力端子とを備えている。デュプレクサは入出力端子と送信端子と受

信端子とを備えている。

[0069] 分配器のうちアンテナと接続される分配器 （実施例 6 では分配器 6 )

については、その第 1入出力端子はアンテナ素子と、第 2 、第 3 、第4 入出

力端子は第 q 1、第 q 2 、第 q 3 ノッチフィル タの各第 1入出力端子と接続

される。分配器のうち、アンテナ素子と接続される分配器以外の分配器の第

1入出力端子は第 q 4 ノッチフィル タの第 2 入出力端子と、第 2 、第 3 、第

4 入出力端子は第 q 5 、第 q 6 、第 q 7 ノッチフィルタの第 1入出力端子と

接続される。

[0070] 第 1 から第Q ノッチフィルタのうち、アンテナ素子からみて最も末端に属

するR個のノッチフィルタの各第 2 入出力端子は、第 1 から第 Rデュプレク

ザの各入出力端子と接続される。第 1 から第 Rデュプレクサの送信端子は送

信回路と、受信端子は受信回路と接続される。任意の分配器の第 2 入出力端

子に接続されたノッチフィルタは、当該分配器の第 3 、および第4 入出力端

子にノッチフィルタを介 して接続された全てのデュプレクサに入力される周

波数帯域の信号を阻止する。任意の分配器の第 3 入出力端子に接続されたノ

ツチフィルタは、当該分配器の第 2 、および第4 入出力端子にノッチフィル

タを介 して接続された全てのデュプレクサに入力される周波数帯域の信号を



阻止する。任意の分配器の第 4 入出力端子に接続 されたノツチフィルタは、

当該分配器の第 2 、および第 3 入出力端子にノッチフィルタを介 して接続 さ

れた全てのデュプレクサに入力される周波数帯域の信号を阻止する。

[0071 ] 実施例 6 のアンテナ共用器 6 0 0 は、上述の P = 1 、 Q = 3 、 R = 3 と し

て構成 した本発明のアンテナ共用器の一例である。

[0072] < 変形例 >

以下、図 1 7 を参照 して、実施例 6 の変形例である変形例 1 のアンテナ共

用器 6 0 0 a について説明する。図 1 7 は変形例 1 にかかるアンテナ共用器

の構成 を示す図である。本変形例のアンテナ共用器 6 0 0 a は、実施例 6 の

開放スタブによるノッチフィルタの代替 と して L P F 、 B P F 、 H P F を用

いた構成である。図 1 7 に示す通 り、本変形例のアンテナ共用器 6 0 0 a は

、実施例 6 の開放スタブ 6 2 1 1 、 6 2 1 2 、 6 4 1 1 、 6 4 1 2 、 6 4 2

1 、 6 4 2 2 の代わ りに、 1 . 5 G H z 帯 L P F 6 2 1 と、 1 . 7 G H z 帯

B P F 6 4 1 と、 2 G H z 帯 H P F 6 4 2 とを備える。 1 . 5 G H z 帯 L P

F 6 2 1 は、第 1 入出力端子 6 2 1 _ 1 と、第 2 入出力端子 6 2 1 _ 2 とを

備える。 1 . 7 G H z 帯 B P F 6 4 1 は、第 1 入出力端子 6 4 1 — 1 と、第

2 入出力端子 6 4 1 _ 2 とを備える。 2 G H z 帯 H P F 6 4 2 は、第 1 入出

力端子 6 4 2 — 1 と、第 2 入出力端子 6 4 2 — 2 とを備える。

[0073] 分配器 6 1 1 の第 1 入出力端子 6 1 1 _ 1 はアンテナと接続 される。第 2

入出力端子 6 1 1 — 2 は、 1 . 5 G H z 帯 L P F 6 2 1 の第 1 入出力端子 6

2 1 - と接続 され、第 3 入出力端子 6 1 1 — 3 は、 1 . 7 G H z 帯 B P F

6 4 1 の第 1 入出力端子 6 4 - と接続 され、第 4 入出力端子 6 - 4

は、 2 G H z 帯 H P F 6 4 2 の第 1 入出力端子 6 4 2 _ 1 と接続 される。 1

. 5 G H z 帯 L P F 6 2 1 の第 2 入出力端子 6 2 1 — 2 は 1 . 5 G H z 帯デ

ュプレクサ 5 5 1 の入出力端子 5 5 1 _ 1 と接続 される。 1 . 7 G H z 帯 B

P F 6 4 の第 2 入出力端子 6 4 1 — 2 は 1 . 7 G H z 帯デュプレクサ 5 5

2 の入出力端子 5 5 2 - と接続 される。 2 G H z 帯 H P F 6 4 2 の第 2 入

出力端子 6 4 2 — 2 は 2 G H z 帯デュプレクサ 5 5 3 の入出力端子 5 5 3 -



と接続 される。

1 . 5 G H z 帯デ ュプ レクサ 5 5 1 に入力される信号は、分配器 6 1 1 に

入力される信号か ら 1 . 7 G H z 帯 と 2 G H z 帯の信号 を除去する L P F で

ある 1 . 5 G H z 帯 L P F 6 2 1 によって ろ波 される。同様 に 1 . 7 G H z

帯デ ュプ レクサ 5 5 2 に入力される信号は分配器 6 に入力する信号か ら

1 . 5 G H z 帯 と 2 G H z 帯の信号 をろ波する B P F である 1 . 7 G H z 帯

B P F 6 4 1 によって ろ波 される。 2 G H z 帯デ ュプ レクサ 5 5 3 に入力さ

れる信号は分配器 6 1 1 に入力される信号か ら 1 . 5 G H z 帯 と 1 . 7 G H

z 帯の信号 をろ波する H P F である 2 G H z 帯 H P F 6 4 2 によって ろ波 さ

れる。本変形例のように 3 バ ン ドにおいて 卜一ナメン 卜構成 にすることな く

、 スタ一構成の 3 分配器で 3 バ ン ドデ ュプ レクサを構成することがで きる。



請求の範囲

[ 請求項 1] 信号 を分配する分配器 と、分配 された信号の所望の周波数帯域 を抑

圧するノッチフィル タが交互 に縦続接続 されたアンテナ共用器であ つ

て、

P を 1 以上の整数 と し、 Q 、 R を 2 以上の整数 と し、 q 1 、 q 2 、

q 3 、 q 4 、 q 5 を 1 以上 Q 以下の整数 と し、 q 1 ≠ q 2 、 3 ≠ q

4 、 q 4 ≠ q 5 q 5 ≠ q 3 と し、

第 1 入出力端子、第 2 入出力端子、第 3 入出力端子を備 え第 1 入出

力端子か ら第 2 入出力端子をみて第 3 入出力端子を通過する周波数帯

が開放条件 とな り第 1 入出力端子か ら第 3 入出力端子をみて第 2 入出

力端子を通過する周波数帯が開放条件 となる第 1 か ら第 P 分配器 と、

第 1 入出力端子 と第 2 入出力端子 とを備 える第 1 か ら第 Q ノッチフィ

ル タと、入出力端子 と送信端子 と受信端子 とを備 える第 1 か ら第 R デ

ュプ レクサ とを含み、

前記第 1 分配器の第 1 入出力端子はアンテナ素子 と、前記第 1 分配

器の第 2 入出力端子は第 q ノツチフィル タの第 1 入出力端子 と、前

記第 1 分配器の第 3 入出力端子は第 q ノ ツチ フ ィル タの 第 1 入出力

端子 と接続 され、

P が 2 以上の整数である場合 に、 p を 2 以上 P 以下の整数 と し、

前記第 P 分配器の第 1 入出力端子は第 q 3 ノ ッチ フ ィル タの 第 2 入

出力端子 と、前記第 P 分配器の第 2 入出力端子は第 q 4 ノ ッチ フ ィル

夕の第 1 入出力端子 と、前記第 P 分配器の第 3 入出力端子は第 q 5 ノ

ツチフィル タの第 1 入出力端子 と接続 され、

前記第 1 か ら第 Q ノッチフィル タの うち、 アンテナ素子か らみて最

も末端 に属する R 個の ノ ツチ フ ィル タの各第 2 入出力端子は、前記第

1 か ら第 R デ ュプ レクサの各入出力端子 と接続 され、

前記第 1 か ら第 R デ ュプ レクサの送信端子は送信回路 と、受信端子

は受信回路 と接続 され、



前記任意の分配器の第 2 入出力端子に接続 された ノッチフィル タは

、 当該分配器の第 3 入出力端子にノッチフィル タを介 して接続 された

全てのデ ュプ レクサに入力される周波数帯域の信号 を阻止 し、

前記任意の分配器の第 3 入出力端子に接続 された ノッチフィル タは

、 当該分配器の第 2 入出力端子にノッチフィル タを介 して接続 された

全てのデ ュプ レクサに入力される周波数帯域の信号 を阻止するアンテ

ナ共用器。

[ 請求項2] 請求項 1 に記載のアンテナ共用器であ って、前記 P が 1 、前記 Q が

2 、前記 R が 2 であるアンテナ共用器。

[ 請求項3] 請求項 1 に記載のアンテナ共用器であ って、前記 P が 2 、前記 Q が

4 、前記 R が 3 であるアンテナ共用器。

[ 請求項4] 請求項 1 に記載のアンテナ共用器であ って、前記 P が 3 、前記 Q が

6 、前記 R が 4 であるアンテナ共用器。

[ 請求項 5] 信号 を分配する分配器 と、分配 された信号の所望の周波数帯域 を抑

圧するノッチフィル タが交互 に縦続接続 されたアンテナ共用器であ つ

て、

P を 1 以上の整数 と し、 Q、 R を 2 以上の整数 と し、 q 1 、 q 2 、

q 3 、 q 4 、 q 5 、 q 6 、 q 7 を 1 以上 Q 以下の整数 と し、 q 1 、 q

2 、 q 3 は互 いに異なるもの と し、 q 4 、 q 5 、 q 6 、 q 7 は互 いに

異なるもの と し、

第 1 入出力端子、第 2 入出力端子、第 3 入出力端子、第 4 入出力端

子を備 え第 1 入出力端子か ら第 2 入出力端子をみて第 3 、第 4 入出力

端子を通過する周波数帯が開放条件 とな り、第 1 入出力端子か ら第 3

入出力端子をみて第 2 、第 4 入出力端子を通過する周波数帯が開放条

件 とな り、第 1 入出力端子か ら第 4 入出力端子をみて第 2 、第 3 入出

力端子を通過する周波数帯が開放条件 となる第 1 か ら第 P 分配器 と、

第 1 入出力端子 と第 2 入出力端子 とを備 える第 1 か ら第 Q ノッチフィ

ル タと、入出力端子 と送信端子 と受信端子 とを備 える第 1 か ら第 R デ



ュプ レクサか らなるアンテナ共用器であ って、

前記第 1 分配器の第 1 入出力端子はアンテナ素子 と、前記第 1 分配

器の第 2 入出力端子は第 q ノツチフィル タの第 1 入出力端子 と、前

記第 1 分配器の第 3 入出力端子は第 q ノツチフィル タの第 1 入出力

端子 と、前記第 1 分配器の第 4 入出力端子は第 q 3 ノッチフィル タの

第 1 入出力端子 と接続 され、

P が 2 以上の整数である場合 に、 p を 2 以上 P 以下の整数 と し、

前記第 P分配器の第 1 入出力端子は第 q 4 ノッチフィル タの第 2 入

出力端子 と、前記第 P分配器の第 2 入出力端子は第 q 5 ノッチフィル

夕の第 1 入出力端子 と、前記第 P分配器の第 3 入出力端子は第 q 6 ノ

ツチフィル タの第 1 入出力端子 と、前記第 p 分配器の第 4 入出力端子

は第 q 7 ノツチフィル タの第 1 入出力端子 と接続 され、

前記第 1 か ら第 Q ノッチフィル タの うち、 アンテナ素子か らみて最

も末端 に属する R個の ノツチフィル タの各第 2 入出力端子は、前記第

1 か ら第 R デ ュプ レクサの各入出力端子 と接続 され、

前記第 1 か ら第 R デ ュプ レクサの送信端子は送信回路 と、受信端子

は受信回路 と接続 され、

前記任意の分配器の第 2 入出力端子に接続 された ノッチフィル タは

、 当該分配器の第 3 、 および第 4 入出力端子にノッチフィル タを介 し

て接続 された全てのデ ュプ レクサに入力される周波数帯域の信号 を阻

止 し、

前記任意の分配器の第 3 入出力端子に接続 された ノッチフィル タは

、 当該分配器の第 2 、 および第 4 入出力端子にノッチフィル タを介 し

て接続 された全てのデ ュプ レクサに入力される周波数帯域の信号 を阻

止 し、

前記任意の分配器の第 4 入出力端子に接続 された ノッチフィル タは

、 当該分配器の第 2 、 および第 3 入出力端子にノッチフィル タを介 し

て接続 された全てのデ ュプ レクサに入力される周波数帯域の信号 を阻



止するアンテナ共用器。

[ 請求項 6] 請求項 5 に記載のアンテナ共用器であ って、前記 P が 1 、前記 Q が

3 、前記 R が 3 であるアンテナ共用器。

[ 請求項7] 請求項 1 か ら 6 の何れかに記載のアンテナ共用器であ って、

前記デ ュプ レクサの受信端子 と受信回路 との間に受信帯域信号 を通

過 させる帯域通過 フィル タを備 えるアンテナ共用器。

[ 請求項8] 請求項 1 か ら 6 の何れかに記載のアンテナ共用器であ って、

前記デ ュプ レクザの送信端子 と送信回路 との間に当該デ ュプ レクサ

の受信端子を通過する受信帯域信号 を阻止するノッチフィル タを備 え

るアンテナ共用器。
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